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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  直方市議会事務局 

 

2 監査の期間  令和 4年 2月   1日から 

令和 4年 2月  28日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 3年 12月末日現在)における議会事務局の所管

に係る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施した。 

 

4 監査の結果 

議会事務局は 1係を擁し、理事以下 5人の職員で構成されている。 

事務局の主な分掌事務として、議員の報酬等、議員の身分及び資格の得失、議会関係

儀式及び交際、例規の制定及び改廃、本会議・委員会及び協議会、議員提出議案、請願

及び陳情、議案の受理及びその取扱い、会議録、議会及び委員会の調査、議会報、予算

及び経理事務に関すること等であり、これらの事務を執行されている。 

 

(1) 予算の執行状況等 

歳入は、予算現額 3,000 円に対し収入額はなく、歳出は、予算現額 1 億 7,427

万 8,000円に対し支出済額 1億 4,020万 7,094円で、執行率は 80.45％となって

いる。 



議会事務局が、令和 3年 4月から令和 3年 12月末日までの間に執行した歳出の主

なものは、議会費の報酬で、議員報酬 7,177万 5,000円、職員手当等で、議員期末

手当 3,072万 3,678円、交際費で、議会交際費 13万 1,000円、参考図書追録代等

需用費 23万 1,927円、役務費で、通信運搬費の光回線利用料 4万 4,088円、委託

料で、会議録作成委託料、議会だより作成委託料、議場等音響設備保守点検委託料等

253万 2,420円、負担金補助及び交付金で、市議会議員共済会給付負担金 2,826万

8,352円、政務活動費 570万円等が支出されている。 

市議会、市議会常任委員会及び議会運営委員会の開催状況は、次表のとおりである。 

 

市議会の開催状況 

                           (令和 3年 12月末現在)     

種 別 開 催 回 数 議決審議件数 出席延人員 

定 例 会 3回 64件 412人 

臨 時 会 0回 0件 0人 

 

市議会常任委員会の開催状況 

                           (令和 3年 12月末現在) 

種 別 開 催 回 数 議決審議件数 出席延人員 

総 務 委 員 会 3回 17件 18人 

教育民生委員会 4回 30件 24人 

産業建設委員会 3回 23件 18人 

 

議会運営委員会の開催状況 

                          (平令和 3年 12月末現在) 

種 別 開 催 回 数 審 議 件 数 出席延人員 

議会運営委員会 10回 20件 96人 

 

 (2) 経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為書、その他関係諸帳簿等照合審査の結果、概ね

良好に処理されていた。 

また、備品については、台帳と照合の結果、机の登録と廃棄処理がなされていない

ものが見受けられた。備品の異動があった場合は、直方市財務規則に沿った適正な備

品管理をされたい。 

 

(3) 各種事務について 

 特に指摘すべき事項は、見受けられなかった。 

 

以上が、議会事務局に関する定期監査の結果である。 



議会事務局は、議会の庶務事務、議事の運営を担当している。 

地方自治において議会は、市長とともに本市を支える二元代表制の一翼を担っており、

執行機関に対する監視機能を果たし、多様化する市民のニーズを的確にとらえ、市政に

反映させることを使命としている。 

人口減少社会、さらにコロナウイルス感染拡大で地域に活力が失われ、生活条件が悪

化する中で、自治体には多くの課題への対応が求められている。そのためには、女性を

はじめ多様な人材の議会への参画を促し、民主的に合意形成を進めていく議会の役割は

重大である。議会事務局も議会の情報をわかりやすく効果的に発信し、議会と議員に対

する市民の理解を深める必要がある。 

今年度、庁内においては、「課長・係長向け議会マニュアル」を作成された。議会の

仕組みや役割と実務の中で、職員が疑問に思うことが多い項目について重点を置いて説

明し、議会事務局との密なる連携についても言及されている。 

来年は、統一地方選挙も実施される。今後も市議会が市民の代表として多様な民意を

反映し住民福祉向上に資することが重要である。そのために、住民代表機能、監視機能、

政策立案機能の充実強化に注力し、事務局職員が事務の改善や情報発信等、更に研鑽を

積まれ、職務の執行に努められるよう切に望むものである。 


